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１．現行制度の概要
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支
給
・
貸
与
に
よ
る
支
援

奨学金制度の概要（学部生の全体像）

無利子奨学金(貸与） 有利子奨学金(貸与）

家計急変対応
（高等教育の修学支援新制度）

家計急変対応
(有利子奨学金の応急採用）

➢ 最大144万円〔年額〕➢ 最大76.8万円〔年額〕

高等教育
の

修学支援
新制度※

家計急変対応
（無利子奨学金の緊急採用）

所得連動型返還制度（所得の９％） 有利子に所得連動型返還制度はなし

固定利率／変動利率
令和４年３月貸与終了者

利率固定：0.369％ 利率見直し：0.040％

無利子に利率はなし

減額返還制度
（一定期間、当初割賦金額を2分の1あるいは3分の1に減額。 ※年収325万以下（給与所得者）などの場合に対象）

返還期限猶予制度
➣ 経済困難（年収300万円以下（給与所得者））等の理由により、通算10年の猶予が可能。

返還免除制度
➣ 死亡または精神若しくは身体の障害

自治体による地方の企業に就職する場合の返還支援制度
（33府県、487市町村で実施〔R3〕。多くは、３～5年間、当該自治体域内に就職かつ居住することで、当該自治体より返還を支援）

企業が本人に代わって返還を行う支援（代理返還制度）
（一部企業にて実施。企業は返還額を損金算入可。企業から機構に直接返還（※）することで、

本人の所得とせず、課税の対象としない仕組み。 ※R3.4より実施）

貸
与
型
奨
学
金
の
返
還
支
援

多子世帯への対応（新制度）
（扶養している子どもの数が反映される課税標準額を

基準に算定）

➢ 給付型奨学金 最大91万円〔年額〕
➢ 授業料等減免 最大70万円〔年額〕

R４予算:5,601億円
対象人数：59万人
※世帯年収に応じて、
2/3,1/3の支援

R４事業費:2,523億円
対象人数：46万人

R４事業費:6,150億円
対象人数：72万人

多子世帯への対応（貸与型奨学金）
（子どもが2人を超える世帯に対しては、超える人数につき特別控除

（返還不要）

～380万円程度 （※１）
（380万～500万）

～750万円程度 （※２）
（740万～850万）

～1,100万円程度 （※３）
（1,100万～1,200万）

（※１）両親・子２人の場合。括弧内の幅の目安は、共働きかどうかや、子の年齢によって異なる。
（※２）（※３）両親・子２人の場合。括弧内の幅の目安は、国公私立大学かどうかや、自宅生・自宅外生か等によって異なる。

※ 消費税率10％への引上げにより財源を確保し、
令和２年４月より実施。
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高等教育の修学支援新制度(給付) 

R４予算：約59万人を対象
※R3実績：約32万人

～400万円未満の学生数に
占める利用率：約56％

（子どもの数、その他の条件により、実際に対象となる
年収は、個人によって異なる。）

（出所）グラフは（独）日本学生支援機構（JASSO)「令和２年度学生生活調査」 「家庭の年間収入別学生数の割合（大学昼間部）」より文部科学省が作成。

無利子奨学金
R４予算：約46万人を対象
※R3実績：約43万人

～約750万円未満の学生数に
占める利用率：約26％

（子どもの数、その他条件により、実際に対象
となる年収は、個人によって異なる。）

有利子奨学金
R4予算：約72万人を対象
※R3実績：約68万人

～約1,100万円未満の学生数に
占める利用率：約25％

（子どもの数、その他条件により、実際に対象となる
年収は、個人によって異なる。）

（世帯の年間所得総額（税込額））

全学生数のうち、約３～４割が（独）日本学生支援機構（JASSO）の奨学金を活用。
また、民間の奨学金も含めると、奨学金制度を利用する学生の割合は、約半数。（※JASSO「令和２年度学生生活調査」）

所得別学生数の割合の推計と支援のイメージ

（注） 各制度は大学学部、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、通信課程における支援対象人数を計上。

消費税率10％への引上げにより財源を確保し、令和２年４月
より実施。
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【支援対象となる学校種】大学・短期大学・高等専門学校・専門学校
【支援内容】①授業料等の減免 ②給付型奨学金の支給
【支援対象となる学生】住民税非課税世帯 及び それに準ずる世帯の学生
【財源】少子化に対処するための施策として、消費税率引上げによる財源を活用

授業料等減免
○ 各大学等が、以下の上限額まで授業料等の減免を実施。減免に

要する費用を公費から支出

（授業料等減免の上限額（年額）（住民税非課税世帯））

国公立 私立

入学金 授業料 入学金 授業料

大学 約28万円 約54万円 約26万円 約70万円

短期大学 約17万円 約39万円 約25万円 約62万円

高等専門学校 約８万円 約23万円 約13万円 約70万円

専門学校 約７万円 約17万円 約16万円 約59万円

給付型奨学金
○ 日本学生支援機構が各学生に支給
○ 学生が学業に専念するため、学生生活を送るのに必要な学生生活費を

賄えるよう措置

（給付型奨学金の給付額（年額）（住民税非課税世帯））

国公立 大学・短期大学・専門学校 自宅生 約35万円、自宅外生約80万円

国公立 高等専門学校 自宅生 約21万円、自宅外生約41万円

私立 大学・短期大学・専門学校 自宅生 約46万円、自宅外生約91万円

私立 高等専門学校 自宅生 約32万円、自宅外生約52万円

支援対象者の要件
○ 進学前は成績だけで否定的な判断をせず、レポート等で本人の
学修意欲を確認

○ 大学等への進学後の学修状況に厳しい要件

大学等の要件：国又は自治体による要件確認を受けた大学等が対象
○ 学問追究と実践的教育のバランスが取れた大学等
○ 経営に課題のある法人の設置する大学等は対象外

令和４年度予算額 5,196億円

授業料等減免

2／3

1／3

２／3

1／3

約270万円
〔非課税〕

約300万円 約380万円年収目安

（両親・本人・中学生の家族４人世帯の場合の目安。基準を満たす世帯年収は
家族構成により異なる）

給付型奨学金

住民税非課税世帯に準ずる世帯の学生

住民税非課税世帯の学生の２／３又は１／３
を支援し、支援額の段差を滑らかに

高等教育の修学支援新制度について （令和2年4月1日より実施）

※大学等における修学の支援に関する法律（令和元年５月10日成立）

※詳細は、文部科学省ホームページ「高等教育の修学支援新制度」参照（https://www.mext.go.jp/kyufu/index.htm）

授業料等減免 2,671億円※

給付型奨学金 2,525億円

※公立大学等及び私立専門学校に係る
地方負担分（405億円）は含まない。

国・地方の所要額 5,601億円
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○ 支援を受けた学生が大学等でしっかりと学んだ上で、社会で自立し活躍できるように、学問追求と実践的教
育のバランスの取れた質の高い教育を実施する大学等を対象機関とするための要件を設定。

１．実務経験のある教員等による授業科目が一定数※以上配置されていること。
※ ４年制大学の場合、１３単位（標準単位数１２４単位の１割相当）

＊ オムニバス形式で多様な企業等から講師を招いて指導を行う場合や、学外でのインターンシップや実習等を授業の中心に位置付けているな
ど、主として実践的教育から構成される授業科目を含む。

＊ 学問分野の特性等により要件を満たすことができない学部等については、大学等が、やむを得ない理由を説明・公表することが必要。

２．法人（大学等の設置者）の「役員」に外部人材が２人以上含まれること。

３．授業計画書（シラバス）の作成、GPAなどの成績評価の客観的指標の設定、卒業の認定に関する方
針の策定などにより、厳格かつ適正な成績管理を実施・公表していること。

４．関係法令に基づき作成すべき財務諸表等（貸借対照表、収支計算書など）や、定員充足状況や進
学・就職の状況など教育活動に係る情報を公表していること。

○ 教育の質が確保されておらず、大幅な定員割れとなり、経営に問題がある大学等について実質的に救済が
なされることがないようにするための経営要件を設定。

➤次の３点いずれにも該当する場合は、対象機関としない。

大学等の要件（機関要件）

① 直前３年度全ての収支計算書の「経常収支差額」がマイナス （法人の決算）

② 直前年度の貸借対照表の「運用資産－外部負債」がマイナス （法人の決算）

③ 直近３年度全ての在籍学生数が収容定員の８割未満※ （大学等の状況）

※ 専門学校の経過措置 ～令和２年度：６割未満、 令和３年度：７割未満、 令和４年度～：８割未満

対象機関リストはこちら：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/1420041.htm
6
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機関要件の確認（更新）申請・審査の概要

令和３年８月３１日公表

（注１）学校数（R3.4.1）には、大学院大学（25校）、募集停止決定済（75校)、休校状態（86校）を含まない。
また、廃校・統廃合により確認校でなくなる予定の10校も含まない。

区 分

（参考）

学校数
（R3.4.1）

確認校数
（R3.4.1）

新規確認校数
(R3年度)

確認取消校数
(R3年度)

確認校数
（R4.4.1）

要件確認割合

A B C D E=B+C-D E/A

大学・短期大学 1,086 1,065 1 1 1,065 98.1%

高等専門学校 57 57 － － 57 100.0%

専門学校 2,683 1,965 51 7 2,009 74.9%

令和２年９月１１日公表

（注１）学校数（R2.4.1）には、大学院大学（25校）、募集停止決定済（82校)、休校状態（95校）を含まない。
また、廃校・統廃合により確認校でなくなる予定の14校も含まない。

区 分

（参考）

学校数
（R2.4.1）

確認校数
（R2.4.1）

新規確認校数
(R2年度)

確認取消校数
(R2年度)

確認校数
（R3.4.1）

要件確認割合

A B C D E=B+C-D E/A

大学・短期大学 1,082 1,051 13 4 1,060 98.0%

高等専門学校 57 57 － － 57 100.0%

専門学校 2,688 1,689 284 6 1,967 73.2%

令和４年８月３１日公表

（注１）学校数（R４.4.1）には、大学院大学（25校）、学生募集停止・休校・廃校等（172校）を含まない。

区 分

（参考）

学校数
（R４.4.1）

確認校数
（R４.4.1）

新規確認校数
(R４年度)

確認取消校数
(R４年度)

確認校数
（R５.4.1）

要件確認割合

A B C D E=B+C-D E/A

大学・短期大学 1,085 1,064 1 4 1,061 97.8%

高等専門学校 57 57 － － 57 100.0%

専門学校 2,637 2,000 44 11 2,033 77.1%
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世帯構成
住民税非課税 準ずる世帯
第Ⅰ区分 第Ⅱ区分 第Ⅲ区分
３分の３ ３分の２ ３分の１

ひとり親世帯
子１人（本人） ～約210万円 ～約300万円 ～約370万円

子２人（本人・高校生） ～約270万円 ～約360万円 ～約430万円

子３人（本人・高校生・中学生） ～約270万円 ～約360万円 ～約430万円

子３人（本人・大学生・高校生） ～約350万円 ～約450万円 ～約510万円

ふたり親世帯
（片働きの場合）

（注）一方が無収入の
場合で、配偶者控除が
適用される場合

子１人（本人） ～約220万円 ～約300万円 ～約380万円

子２人（本人・中学生） ～約270万円 ～約300万円 ～約380万円

子３人（本人・高校生・中学生） ～約320万円 ～約370万円 ～約 430万円

子３人（本人・大学生・高校生） ～約360万円 ～約450万円 ～約520万円

※年収は、両親の年収を合計したものとし、１万円の位を四捨五入している。
※子について、本人は18歳、中学生は15歳以下、高校生は16～18歳、大学生は19～22歳とする。
※給与所得以外の収入はないものとする。（事業所得の場合は、目安年収が上記と異なる。）

以下の算式により算出された額について、学生等及びその生計維持者の合計額が以下の基準額に該当すること
【算 式】市町村民税の所得割の課税標準額×６％－（調整控除の額＋税額調整額）
【基準額】第Ⅰ区分（標準額の支援） 100円未満

第Ⅱ区分（標準額の2/3支援） 100円以上～25,600円未満
第Ⅲ区分（標準額の1/3支援）25,600円以上～51,300円未満

※政令指定都市に市民税を納税している場合は、（調整控除の額＋税額調整額）に3/4を乗じた額となる。

※地方税法第２９５条第１項各号に規定する者又は同法附則第３条の３第４項の規定により同項の
市町村民税の所得割を課することができない者については、算式に基づき算定された額は零とする。

所得に関する要件

目安年収（例）

支援対象者の要件（個人要件）等 ＜所得に関する要件と目安年収＞

⚫ 毎年、直近の住民税課税標準額等を確認し、支援区分を見直す。

⚫ 予期できない事由により家計が急変し、急変後の所得が課税標準額等（住民税）に反映される前に緊急に支援の必要がある場合には、
急変後の所得の見込みにより、支援対象の要件を満たすと判断される場合、速やかに支援を開始する。 8



新制度の家計基準について

新制度の家計の経済状況に関する要件については、市町村民税の所得割の課税標準
額（下図の赤枠部分）を基準として以下の算式で計算している。課税標準額の算定
の際に所得控除が引かれることから、多子世帯やひとり親世帯にも配慮している。

市町村民税の所得割の課税標準額×６％－（調整控除の額＋税額調整額）※
※括弧内部分は、政令指定都市の場合はそれに3/4を乗じた額

前
年
中
の
給
与
収
入(

年
間
収
入)

前
年
中
の
給
与
所
得
の
金
額

課
税
所
得
の
金
額

(

課
税
標
準
額)

給
与
所
得

控
除

所
得

控
除

左記課税標準額をもとに、住民税
の課税がなされる。
新制度の対象者の判定にも、この
課税標準額を使用。

給与所得の
金額の計算

課税所得の
金額の計算

【所得控除（住民税）】
基礎控除 43万円
配偶者控除 33万円
扶養控除 33万円
（16～18歳の子供）

特定扶養控除 45万円
（19～22歳の子供）

ひとり親控除 35万円 等

・多子世帯は、扶養控除又は特定扶養控除
・ひとり親世帯についてはひとり親控除
により、課税標準額の算定上、考慮している。

【給与所得控除】
～162.5万円 55万円
～180万円 40％－10万円
～360万円 30％＋8万円
～660万円 20％＋44万円

等

※上記の他、所得割が課税されない場合の一定の要件あり。

（参考）住民税の標準税率
都道府県４％、市町村６％
（政令市の場合は県２％、市８％） 9



世帯構成（子の人数・年齢など）と年収目安のイメージ図

支
援
額

年収

②両親・本人・中学生の家族４人世帯の場合の目安

②約270万円

①②約300万円

③両親・本人・高校生・中学生の家族５人世帯の場合の目安

①両親・本人の家族３人世帯の場合の目安

③約320万円

③約370万円

3/3

2/3

1/3 1/3

①②約380万円 ③約430万円
2/3

3/3

①約220万円

3/3
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新制度支援実績について

高等教育の修学支援新制度支援者数 ※当該年度に一度でも給付型奨学金を振り込んだ人数

令和３年度： ３１．９万人 （＋4.8万人 （対前年度））

令和２年度： ２７．１万人

第Ⅰ区分（3/3） 第Ⅱ区分（2/3） 第Ⅲ区分（1/3） 計 うち家計急変

129,676 58,653 41,051 229,380 1,282

国立 19,980 10,131 7,423 37,534 227

公立 8,501 4,224 3,016 15,741 102

私立 101,195 44,298 30,612 176,105 953

8,954 3,768 2,775 15,497 58

公立 562 255 206 1,023 5

私立 8,392 3,513 2,569 14,474 53

1,747 948 688 3,383 26

国立 1,596 883 642 3,121 19

公立 107 42 34 183 5

私立 44 23 12 79 2

41,614 16,592 11,915 70,121 203

国立 497 255 204 956 2

公立 1,341 545 420 2,306 5

私立 39,776 15,792 11,291 66,859 196

583 172 105 860 5

私大 509 149 87 745 5

私短 72 22 17 111 0

私専門 2 1 1 4 0

182,574 80,133 56,534 319,241 1,574

通　　信

計

区　分

大　　学

短期大学

高等専門学校

専修学校

（令和３年度実績内訳）
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進学率の推移について

住民税非課税世帯の進学率（推計値）

令和３年度推計値： 54.3% （＋3.1pt （対前年度））

令和２年度推計値： 51.2% （＋10.8pt（対H30年度））

平成30年度推計値： 40.4%

（参考） 全世帯の進学率

令和３年度： 83.8% （＋0.3pt（対前年度））

令和２年度： 83.5% （＋2.0pt（対H30年度））

平成30年度： 81.5%

※学校基本調査より

（参考） 令和3年度 給付型奨学金採用時アンケート結果

質問：給付型奨学金を受けられなかった場合どうしましたか

①進学をあきらめた： 33.4%

②今の学校より学費や生活費がかからない学校に進学した： 26.5%

③給付型奨学金がなくても今の学校に進学した： 39.5%

④無回答： 0.7%
12



２．機関要件について

13



機関要件の設定意義

幼児教育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針（平成30年12月28日関係閣僚合意）（抜粋）
Ⅱ 高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針
５．大学等の要件（機関要件）

○ 大学等での勉学が職業に結びつくことにより格差の固定化を防ぎ、支援を受けた学生が大学等でしっかり
と学んだ上で、社会で自立し、活躍できるようになるという、今般の高等教育の無償化の目的を踏まえ、
対象を学問追究と実践的教育のバランスが取れている大学等とするため、大学等に一定の要件を求める。

（経営に課題のある法人の設置する大学等の取扱い）
○ 教育の質が確保されておらず、大幅な定員割れとなり、経営に問題がある大学等について、高等教育の負
担軽減により、実質的に救済がなされることがないよう、文部科学省の「学校法人運営調査における経営指
導の充実について」（平成 30 年７月 30日付 30 文科高第 318 号高等教育局長通知）における「経営指導
強化指標」を踏まえ、次のいずれにもあたる場合は対象としないものとする。
• 法人の貸借対照表の「運用資産－外部負債」が直近の決算でマイナス
• 法人の事業活動収支計算書の「経常収支差額」が直近３カ年の決算で連続マイナス
• 直近３カ年において連続して、在籍する学生数が各校の収容定員の８割を割っている場合
なお、専門学校に適用する際の指標については、大学の指標も参考にしつつ設定する。

① 実務経験のある教員による授業科目が標準単位数（４年制大学の場合、124 単位）の１割以上、配置され
ていること。
※ 例えば、オムニバス形式で多様な企業等から講師を招いて指導を行っている、学外でのインターン
シップや実習等を授業として位置付けているなど主として実践的教育から構成される授業科目を含む。

※ 学問分野の特性等により満たすことができない学部等については、大学等が、やむを得ない理由や、
実践的教育の充実に向けた取組を説明・公表することが必要。

② 法人の「理事」に産業界等の外部人材を複数任命していること。
③ 授業計画（シラバス）の作成、ＧＰＡなどの成績評価の客観的指標の設定、卒業の認定に関する方針の策

定などにより、厳格かつ適正な成績管理を実施・公表していること。
④ 法令に則り、貸借対照表、損益計算書その他の財務諸表等の情報や、定員充足状況や進学・就職の状況な

どの教育活動に係る情報を開示していること。

14



○大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第八号）

（大学等の確認）
第七条 （略）
２ 文部科学大臣等は、前項の確認（以下単に「確認」という。）を求められた場合において、当該求めに係る大学等が次に
掲げる要件（第九条第一項第一号及び第十五条第一項第一号において「確認要件」という。）を満たしていると認めるとき
は、その確認をするものとする。
一 大学等の教育の実施体制に関し、大学等が社会で自立し、及び活躍することができる豊かな人間性を備えた創造的な人
材を育成するために必要なものとして文部科学省令で定める基準に適合するものであること。

二 大学等の経営基盤に関し、大学等がその経営を継続的かつ安定的に行うために必要なものとして文部科学省令で定める
基準に適合するものであること。

三 当該大学等の設置者が、第十五条第一項の規定により確認を取り消された大学等の設置者又はこれに準ずる者として政
令で定める者で、その取消しの日又はこれに準ずる日として政令で定める日から起算して三年を経過しないものでないこ
と。

四 当該大学等の設置者が法人である場合において、その役員のうちに、この法律若しくはこの法律に基づく命令若しくは
これらに基づく処分に違反した者又はこれに準ずる者として政令で定める者で、その違反行為をした日又はこれに準ずる
日として政令で定める日から起算して三年を経過しないものがないこと。

３ （略）

（確認の取消し）
第十五条 文部科学大臣等は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該確認大学等に係る確認を取り消すことが
できる。
一 確認大学等が、確認要件を満たさなくなったとき。
二～六 （略）

２ （略）

（授業料等減免対象者が在学している場合の特例）
第十六条 前条第一項の規定により確認が取り消された場合又は確認大学等の設置者が当該確認大学等に係る確認を辞退した
場合において、その取消し又は辞退の際、当該確認大学等に授業料等減免対象者が在学しているときは、その者に係る授業
料等減免については、当該確認を取り消された大学等又は確認を辞退した大学等を確認大学等とみなして、この法律の規定
を適用する。ただし、同項第二号若しくは第三号に掲げる事由に該当して同項の規定により確認が取り消された場合又はこ
れに準ずる場合として政令で定める場合における当該大学等に係る減免費用については、第十条及び第十一条の規定は、適
用しない。

【参考：関連条文】
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○大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和元年文部科学省令第六号）

（大学等の確認要件）

第二条 法第七条第二項第一号の文部科学省令で定める基準は、次の各号のいずれにも適合するものであることとする。

一 大学（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第百三条に規定する大学を除き、短期大学の認定専攻科を含む。）、高等専門学校（第
四学年、第五学年及び認定専攻科に限る。）及び専門学校（専門課程を置く専修学校をいい、専門課程に限る。以下同じ。）（以下「大学
等」という。）の学部等（学部、学科又はこれらに準ずるもの（法第三条に規定する大学等における修学の支援の対象者が在学できないこと
が明らかにされているものを除く。）をいう。第四条第一項において同じ。）ごとに、実務の経験を有する教員が担当する授業科目その他の
実践的な教育が行われる授業科目（実践的な教育が行われる旨が第三号イに規定する授業計画書に記載されているものに限る。）の単位数又
は授業時数が別表第一に定める基準数以上であること。

二 大学等の設置者（国立大学法人（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人をいう。次条第一号
及び第四条第二項において同じ。）、独立行政法人国立高等専門学校機構、公立大学法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八
号）第六十八条第一項に規定する公立大学法人をいう。次条第一号において同じ。）及び学校法人等（私立学校法（昭和二十四年法律第二百
七十号）第三条に規定する学校法人及び同法第六十四条第四項に規定する法人をいう。次条第二号イ及びロにおいて同じ。）（第四号ロ及び
第四条第三項において「大学等の設置及び運営を主たる目的とする法人」という。）に限る。）の役員（監事を除く。）のうちに、その任命
又は選任の際現に当該大学等の設置者の役員又は職員でない者（第三項において「学外者」という。）が二人以上含まれること。

三 大学等において、客観性及び厳格性が確保された学修の成果に係る評価（イにおいて「成績評価」という。）の適正な管理に関する事項と
して次に掲げる事項を実施すること。

イ 毎年度、授業計画書（授業科目、授業の方法及び内容、年間の授業の計画、成績評価の方法及び基準その他の授業の実施に関する事項を
記載したものをいう。）を公表すること。

ロ 大学等が定める適切な方法により学修の成果を評価して単位の授与又は履修の認定を行うこと。

ハ 学生等の履修科目に係る成績の平均を数値で表す客観的な指標又はこれに準ずるもの（以下「ＧＰＡ等」という。）及びその算出方法の
設定、公表及び適切な運用を行うとともに、別表第二備考第二号に規定する学部等ごとにＧＰＡ等の分布状況を把握すること。

ニ 卒業又は全課程の修了の認定に関する方針を公表するとともに、当該方針を踏まえ卒業又は全課程の修了の認定を行うこと。

四 次に掲げるものを公表すること。

イ 大学等の設置者（国及び地方公共団体を除く。）が関係法令の規定に基づき作成すべき財務諸表等（当該関係法令の規定に基づき財務諸
表等の作成を要しないときは、貸借対照表及び収支計算書又はこれらに準ずる書類）

ロ 大学等の設置者（大学等の設置及び運営を主たる目的とする法人に限る。）の役員（監事を除く。）の氏名が記載された名簿

ハ 学校教育法第百九条第一項（同法第百二十三条において準用する場合を含む。）に規定する点検及び評価の結果

ニ 学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第百七十二条の二第一項各号（同令第百七十九条において準用する場合を含
む。）に掲げる情報（専門学校にあっては、同令第百八十九条において準用する同令第六十七条の規定による評価の結果及び様式第二号
の一から様式第二号の四までの申請書に記載すべき情報）

２ 前項第一号の実務の経験は、その者の担当する授業科目に関連する実務の経験でなければならない。

３ 学外者である役員が再任される場合において、その最初の任命又は選任の際現に大学等の設置者の役員又は職員でなかったときの第一項第二
号の規定の適用については、その再任の際現に当該大学等の設置者の役員又は職員でない者とみなす。

４ 第一項第四号に規定する公表は、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によって行うものとする。

【参考：関連条文】
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○大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和元年文部科学省令第六号）

第三条 法第七条第二項第二号の文部科学省令で定める基準は、次の各号のいずれかに適合するものであることとする。

一 大学等の設置者が国（国立大学法人及び独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項
に規定する独立行 政法人をいう。）を含む。）又は地方公共団体（公立大学法人及び地方独立行政法人（地方独立行政
法人法第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいい、公立大学法人を除く。）を含む。）であること。二 次のいず
れにも該当するものでないこと。

イ 大学等の設置者の直前三年のいずれの事業年度の収支計算書又はこれに準ずる書類においても、学校法人会計基準
（昭和四十六年文部省令第十八号）第二十条第二項に規定する当該会計年度の経常収支差額（学校法人等以外の大学
等の設置者にあっては、これに準ずるもの）が零を下回ること。

ロ 大学等の設置者の直前の事業年度の貸借対照表又はこれに準ずる書類において、（１）に掲げる資産の合計額から
（２）に掲げる負債の合計額を控除した額（学校法人等以外の大学等の設置者にあっては、これに準ずるもの）が零
を下回ること。

（１）学校法人会計基準別表第三に規定する特定資産、その他の固定資産のうち有価証券並びに流動資産のうち現金
預金及び有価証券（以下この号において「運用資産」という。）並びに当該学校法人等が追加又は細分した小
科目であって運用資産に準ずるもの

（２）学校法人会計基準別表第三に規定する固定負債のうち長期借入金、学校債及び長期未払金並びに流動負債のう
ち短期借入金、１年以内償還予定学校債、手形債務及び未払金（以下この号において「外部負債」という。）
並びに当該学校法人等が追加又は細分した小科目であって外部負債に準ずるもの

ハ 直近三年度のいずれにおいても、大学等（短期大学の認定専攻科及び高等専門学校の認定専攻科を除く。以下この号
において同じ。）の収容定員（昼間又は夜間において授業を行う学部、学科又はこれらに準ずるものが通信教育を併
せ行う場合の当該通信教育（以下この号において「併設通信教育」という。）に係る収容定員を除く。以下この号及
び附則第三条第三項において同じ。）の充足率（五月一日現在における収容定員の数に対する当該大学等に在学する
学生等（併設通信教育に係る学生等を除く。）の数の比率をいう。同項において同じ。）が八割未満であること。

【参考：関連条文】
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卒業者に占める進学・就職等の割合×収容定員充足率（私立大学・短大・高専）

y = -0.0102x + 0.873
R² = 0.0003
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※令和3年度学校基本調査（２次利用）及び令和４年度更新確認申請書の情報により作成

収容定員充足率
50%

進学・就職率
中央値
（90.6%）

進学・就職率
中央値の1/2
（45.3%）

〇大学等の収容定員充足率と、卒業生の進学・就職率との間に、相関関係は見られない
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学校種別・卒業者に占める進学・就職等の割合

※本資料は、令和3年度学校基本調査（２次利用）により作成した。

令和３年３月卒業者
に占める進学者・就
職者等の割合

全体 大学 短大 高専

計 計 国立 公立 私立 計 公立 私立 計

80%以上 935 611 80 84 447 268 11 257 56 

70%以上～80%未満 105 86 2 3 81 19 2 17 -

60%以上～70%未満 38 25 - 1 24 13 - 13 -

50%以上～60%未満 24 19 - - 19 5 - 5 -

50%未満 6 5 - - 5 1 - 1 -

（単位：学校数）
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３．中間層への拡大について
（１）多子世帯関係
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○子供の数が3人以上の世帯では、大学進学を希望する割合が平均より低くなり、就職割合が高くなる傾向。

多子世帯ほど大学進学希望の割合が低くなる

子供の数別の高校卒業後の進路希望

＊「私立大学」には,進路（予定）が「外国の大学」（n=12）の者（全て「大学」希望者）が含まれる

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。 22



○子供の数が3人以上の世帯では、給付・貸与ともに奨学金に応募する割合が平均を上回る。

多子世帯ほど奨学金に応募する割合が高い

子供の数別の日本学生支援機構奨学金への応募状況（進学希望者のみ）

*  「応募しない」には、奨学金に応募したかどうか「わからない」と回答した者を含む

22.9

19.2

21.6

30.6

20.9

6.6

10.8

13.0

10.3

10.7

1.8

4.9

4.0

4.8

4.2

68.8

65.1

61.5

54.4

64.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

１人

(n=624)

２人

(n=2496)

３人

(n=1132)

4人以上

(n=252)

計

(n=4504)

給付（貸与との同時応募含む） 貸与のみ（第1種に応募） 貸与のみ（第2種のみ） 応募しない*

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。 23



○進学後にアルバイトが「不可欠」又は「必要」と考える世帯は、子どもの数が多くなるにつれて増加。

多子世帯ほど進学後にアルバイトが不可欠

進学後のアルバイトの予定（子供の数別）（進学希望者のみ）

13.1

18.1

22.7

27.8

19.1

54.5

58.3

58.3

54.8

57.6

25.5

19.2

14.8

14.7

18.7

6.9

4.4

4.2

2.8

4.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1人

(n=624)

2人

(n=2496)

3人

(n=1132)

4人以上

(n=252)

計

(n=4504)

(%)不可欠 必要 必要でない 全く必要でない

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。 24



夫婦の「理想の子供の数」と「予定の子供の数」の乖離

○ 夫婦にたずねた理想的な子どもの数（理想子供数）の平均値は2.25人。これに対して夫婦
が実際に持つつもりの子どもの数（予定子供数）の平均値は2.01人

○ 半数を超える夫婦が2人の子どもを生んでいる。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」 （2021年）

参考情報（多子世帯）

2.01

2.25

予定子供数

理想子供数

夫婦の理想子供数と予定子供数の平均

夫婦が実際に持つつもりの
子どもの数は
理想の数を下回っている

7.7 19.7 50.8 18.6 3.2第16回（2021年）

夫婦の出生子ども数の分布

0人 1人 2人 3人 4人以上
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（％）

子育てや教育にかかる費用が少子化の要因の一つ

○ 理想の子供数を持たない理由（複数回答）について、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」
との回答が最も割合が高く、35歳未満の方がその傾向が強い。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」 （2021年）

妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由（予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦）

（注）妻が50歳未満である初婚どうしの夫婦のうち、予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦（約３割）を対象に行った質問（妻が回答者）。
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３人目以降を断念している
理由の第１位は
子育てや教育の費用

３人目以降を断念する大きな要因は子育てや教育にかかる費用

○ 理想の子供数を持たない理由について、理想の子供の数が３人以上であるが実際に
持つつもりの子供がそれを下回る（少なくとも２人は予定）という夫婦は、約６割
がその理由として子育てや教育にかかる費用を挙げている。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」 （2021年）

59.3

0 10 20 30 40 50 60 70

末子が夫の定年退職までに成人してほしいから

夫が望まないから

夫の家事・育児への協力が得られないから

ほしいけれどもできないから

健康上の理由から

これ以上、育児の心理的、肉体的負担に耐えられないから

高年齢で生むのはいやだから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

子どもがのびのび育つ環境ではないから

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから

家が狭いから

子育てや教育にお金がかかりすぎるから

理想の子ども数を持たない理由（予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦）

理想３人以上・予定２人以上 理想２人以上・予定１人 理想１人以上・予定０人

（%）
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（出典）内閣府子ども・子育て本部作成資料より 28



多子世帯支援の現行制度（例）

制度 内容 備考

児童手当 ３歳以上小学校終了前までは、第
１子・第２子は10,000円、第３子
以降は15,000円

所得制限あり

０～２歳までの保育料 保育所等を利用する子供が３人以
上いる場合、０歳から２歳までの
第２子は半額、第３子以降は無償

年収360万円未満の世帯は第1
子の年齢は問わない

高校生等奨学給付金 第2子以降（15歳以上23歳未満の
兄弟姉妹がいる場合）は、第１子
よりも高い単価で給付

生活保護世帯、非課税世帯が
対象

公的賃貸住宅家賃対策
補助

同居者に18歳未満の子どもが3人
以上いる世帯は、対象となる所得
要件、住宅の要件を緩和

令和8年度までの時限措置

この他、地方自治体によっては、第3子は出産祝金を増額しているケースや、多子世帯
向けの子育て支援パスポートがある自治体も存在する。

出典：文部科学省調べ
29



高校生等への修学支援

背景
背景説明

○ 家庭の経済状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して

教育を受けることができるよう、家庭の教育費負担の軽減を図ることが

喫緊の課題。

目的・目標

○ 高等学校等就学支援金の支給や、都道府県が行う事業に対して国が

補助することにより、家庭の教育費負担の軽減を図り、もって教育の機会

均等に寄与する。

令和4年度予算額 4,300億円

（前年度予算額 4,335億円）

◆生活保護・非課税世帯（家計急変世帯を含む）の授業料以外の教育
費負担を軽減するため、都道府県が行う奨学給付金事業に対して、国
がその一部を補助（補助率１/３）

◆令和４年度予算

・非課税世帯 全日制等（第１子）の給付額の増額

・ICT端末の持ち帰り等への対応に伴う通信費相当額の増額

高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等奨学給付金を除く）
※都道府県事業に対する補助 771百万円（695百万円）

◆高校等で学び直す者に対する修学支援（補助率10/10）

◆家計急変した世帯への修学支援（補助率1/２）

◆高校等専攻科の生徒への修学支援（補助率1/２） 等

高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）
15,111百万円（15,890百万円）

＜対象学校種＞
高等学校等就学支援金の対象学校種（特別支援学校を除く）及び高校専攻科

※15歳以上23歳未満の兄弟姉妹がいる場合

【令和４年度予算 給付額】

◆高校生等の授業料に充てるため、年収910万円未満の世帯の生徒等
を対象に、高等学校等就学支援金を支給（設置者が代理受領）

◆令和４年度予算

早生まれの高校生等に係る判定基準を改善
※ 扶養控除の適用時期の関係で、早生まれ（1～3月生まれ）の生徒等の判定が不利になる場合があるため

※ 私立高校等の通信制課程に通う年収590万円未満世帯の支給上限額は 29万7,000円
※ 国公立の高等専門学校（1~3年）に通う年収590万円未満世帯の支給上限額は 23万4,600円

年収は両親のうちどちらか
一方が働き、高校生1人
（16歳以上）、中学生
1人の4人世帯の目安。

590万円 910万円 年収目安

支給上限額

39万6,000円

（私立高校の平均授業料
を勘案した水準）

11万8,800円

（公立高校の授業料）

私立高校等は加算

高等学校等就学支援金等
414,154百万円（416,907百万円）

国公立 私立

110,100円 129,600円

↓（+4,000円） ↓（+5,000円）

114,100円 134,600円

141,700円 150,000円

↓（+2,000円） ↓（+2,000円）

143,700円 152,000円

  48,500円   50,100円

↓（+2,000円） ↓（+2,000円）

  50,500円   52,100円

非課税世帯
　通信制・専攻科

世帯区分
給付額（年額）

生活保護受給世帯
　全日制等・通信制

非課税世帯
　全日制等（第１子）

非課税世帯

　全日制等（第２子以降※）

  32,300円   52,600円

＜対象学校種＞
高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門学校（１～３年生）
専修学校（高等・一般課程）、各種学校（国家資格者養成課程、告示指定を受けた外国人学校）
海上技術学校

高等学校等就学支援金
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３．中間層への拡大について
（２）理学・工学・農学系関係
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○我が国の大学に入学する者のうち、理工系入学者は17％にとどまっており、諸外国の中でも低位にあり、OECD
平均より大幅に低い。

OECD諸国の中で、日本は理工系入学者が少ない

大学学部入学者に占める理工系分野の入学者の割合

（備考） “Natural sciences, mathematics and statistics” , “” Information and Communication Technologies , “Engineering, manufacturing and construction”を「理工系」
に分類される学部系統としてカウント。データは2019年時点。

（出所） OECD.stat「New entrants by field」より作成。
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○2014年から2019年までの5年間で、OECD加盟国の多くは理工系学部の学生数を増やしているが、我が国で
はほとんど変わっていない。

OECD諸国の中で、日本は理工系学生が増えていない

（出所）OECD.stat「Graduates by field」より作成。

全大学学部卒業生に占める理工系の卒業生割合の変化（2014年→2019年）
（％）
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○ 2000年以降、「保健」が増加する一方で、「工学」「理学」の学部の入学者数は減少傾向。

大学への入学者数は理工系分野等において減少傾向

（出所）文部科学省「学校基本統計」より作成。
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文系理系別・居住形態別・収入平均額及び学生生活費の内訳（大学昼間部）

区分
人文・社会科学系 理工系

国 立 公 立 私 立 平 均 国 立 公 立 私 立 平 均

収

入

家庭からの給付 871,500 689,200 1,002,800 975,700 942,700 793,400 1,273,500 1,118,400 

奨学金 259,200 369,900 346,600 340,200 238,500 353,200 413,100 342,700 

アルバイト 340,600 392,000 405,400 399,100 322,700 336,200 361,400 345,100 

定職収入･その他 46,900 40,800 36,100 37,300 37,500 26,300 33,000 34,400 

計 1,518,200 1,491,900 1,790,900 1,752,300 1,541,400 1,509,100 2,081,000 1,840,600 

支

出

授業料 475,000 476,700 853,200 801,500 487,500 485,800 1,166,200 866,000 

その他の学校納付金 8,800 18,400 116,800 102,500 11,600 13,700 117,000 70,500 

修学費（教科書、実習
費など）

43,100 40,100 37,600 38,200 44,500 45,600 43,700 44,100 

課外活動費 26,600 15,500 25,100 24,800 20,900 12,900 14,700 16,900 

通学費 26,000 30,200 44,400 42,100 27,200 36,800 43,400 36,800 

小計（学費） 579,500 580,900 1,077,100 1,009,100 591,700 594,800 1,385,000 1,034,300 

食費など生活費 788,200 750,700 601,500 625,200 806,700 781,200 607,500 694,100 

注1）人文・社会科学系には、所属に関する設問に「1.文・外国語・国際・文科系」及び「2.法・政・経・商・社系」と回答した者を集計した

注2）理工系には、所属に関する設問に「3.理・工系」と回答した者を集計した

【収入面】

人文・社会科学系よりも理工
系の方が

⚫ 国公私いずれも

・家庭からの給付が多い

・アルバイト収入が少ない

⚫ 私立は、奨学金の額が多い

（出典）令和２年度学生生活調査より再集計

【支出面】

私立の場合、人文・社会科学
系よりも理工系の方が、授業
料が高い
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世帯収入別の高校卒業後の予定進路①

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。
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注）予定進路とは、高校３年生の12月時点での予定
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45.6%

44.4%

41.0%

33.5%

※文系等には、「人文・社会系」「教育・家政・福祉系」「芸術・スポーツ系」の合計。

36



42.0%

33.5%

41.0%

44.4%

45.6%

46.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

平均

400万円未満

400万円以上～600万円未満

600万円以上～800万円未満

800万円以上～1000万円未満

1000万円以上

収入階層ごとの文系等進学率

16.7%

12.3%

14.4%

16.3%

18.3%

22.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

平均

400万円未満

400万円以上～600万円未満

600万円以上～800万円未満

800万円以上～1000万円未満

1000万円以上

収入階層ごとの理工農系進学率

世帯収入別の高校卒業後の予定進路②

全体平均
16.7%

全体平均
42.0%

〇 収入階層ごとの理工農系進学率・文系等進学率を見ると

・理工農系進学率は、世帯収入600万円未満の進学率が全体平均より特に低い。

・文系等※進学率は、世帯収入400万円未満の進学率が全体平均より特に低い。

（出典）「高校生の進路に関する保護者調査」（2021年12月 文部科学省・国立教育政策研究所）

※文系等には、「人文・社会系」「教育・家政・福祉系」「芸術・スポーツ系」の合計。
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４．関連データ・資料
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38.2

25.6

34.3

40.9

43.6

50.8

38.0

34.3

36.1

38.6

41.3

42.0

15.1

25.0

18.8

12.7

10.5

4.8

8.6

15.1

10.7

7.8

4.6

2.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(n=4930)

400万円未満

(n=1024)

400万円以上～

650万円未満(n=1229)

650万円以上～

850万円未満(n=985)

850万円以上～

1050万円未満(n=821)

1050万円以上

(n=809)

国公立大学 私立大学 短大・専門等 就職・他・未定

世帯収入が少ないほど、大学進学（国公立と私立大学の合計）を希望する割合が低い。この傾向は（授業
料の比較的低い）国公立大学においても確認できる。 650万円未満の世帯は、平均よりも低い。

世帯収入が少ないほど大学進学を希望する割合が低い

世帯収入別の高校卒業後の進路希望

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。

＊「全体」には，世帯収入が不明な者（n=62）を含む
＊「私立大学」には，進路（予定）が「外国の学校」（n=12）の者（全て「大学」希望者）が含まれる
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51.9

24.2

13.4

9.5

2.7

20.9

7.4

17.8

13.9

10.3

2.0

10.7

2.0

4.6

6.4

5.2

3.0

4.2

38.8

53.5

66.3

75.0

92.3

64.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

400万円未満

(n=869)

400万円以上～

650万円未満(n=1097)

650万円以上～

850万円未満(n=908)

850万円以上～

1050万円未満(n=783)

1050万円以上

(n=790)

全体*

(n=4504)

給付（貸与との同時応募含む） 貸与のみ（第1種に応募） 貸与のみ（第2種のみ） 応募しない**

世帯収入が少ないほど、奨学金に応募する割合が高い。650万円未満の世帯は、給付型奨学金に応募する割
合が平均より多い。

世帯収入が少ないほど奨学金に応募する割合が高い

日本学生支援機構奨学金への応募状況（進学希望者のみ）

＊「全体」には、世帯収入が不明な者（n=57）を含む
** 「応募しない」には、奨学金に応募したかどうか「わからない」と回答した者を含む

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。 40



世帯収入が少ないほど、進学後にアルバイトが「不可欠」又は「必要」とする者の割合が高い。

世帯収入が少ないほど、進学後にアルバイトが不可欠とする者の割合が高い

進学後のアルバイトの予定（世帯収入別）（進学希望者のみ）

29.6

21.3

19.3

16.2

7.6

19.1

58.5

60.2

59.7

56.7

51.3

57.6

10.0

15.1

17.5

22.2

30.6

18.7

2.0

3.4

3.5

4.9

10.5

4.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

400万円未満

(n=869)

400万円以上～650万

円未満

(n=1097)

650万円以上～850万

円未満

(n=908)

850万円以上～1050万

円未満

(n=783)

1050万円以上

(n=790)

全体(n=4504)

(%)不可欠 必要 必要でない 全く必要でない

＊「全体」には、世帯収入が不明な者（n=114）を含む

（出所）文部科学省・国立教育政策研究所「高校生の進路に関する保護者調査」（令和３年度）より作成。 41



第一次提言工程表（抜粋）（総合知）

施策
番号

施策内容 当面の取組 中期的な取組 長期的な取組

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2024～26年度
（令和６～８年度）

2027～31年度
（令和９～13年度）

24 • こうした総合知を育

成するための入試
科目の見直し、入学
後の文理横断型の
教育、複線的・多面
的な学び、全学的な
データサイエンス教
育等について、「教
学マネジメント指針」
の見直しや、設置認
可審査や修学支援
新制度の機関要件
の審査での反映、
積極的に取り組む
大学の好事例の収
集・展開、基盤的経
費の配分におけるメ
リハリ付けによるイ
ンセンティブの付与
に取り組むなど、学
生の学びの充実に
向けた実効性ある
方策を講ずる。

◇大学入学者選抜

について教学マネ
ジメント指針を見直
し、各大学に周知
を行う。
【2023 年３月まで】

□各大学の取組内容について、好事例の収集・公表などのフォロー
アップを通じて、取組を促進する。

□教学マネジメント指針の見直し内容を踏まえ、大学等設置認可審査
を実施する。

□高等教育の修学

支援新制度におけ
る機関要件の審査
への反映について、
検討を行う。
【2022 年12 月まで】

○修学支援新制度

の機関要件の審査
への反映について、
検討結果を踏まえ
て必要な制度改正
を行う。
【2023年12 月まで】

○□修学支援新制度については、制度改正

を踏まえて支援を実施するとともに、継続的
に効果を検証し、必要に応じた見直しを実
施する。

☆各国立大学の主体的な組織改革に対する

運営費交付金による支援や、私学助成の
配分により、各大学の取組にインセンティブ
を与える。

□左記取組の成果を踏まえ、必要な方策を検
討・実施する。

□「知識集約型社会を支える人材育成事業」の実施やその成果の周

知を通じて、入学後の文理横断型の教育、複線的・多面的な学びに
関する好事例の収集・展開を図る。
【2025 年３月まで予定】

□左記取組の成果を

踏まえ、必要な方
策を検討・実施す
る。 42



教育未来創造会議第一次提言への対応施策の例①
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教育未来創造会議第一次提言への対応施策の例②
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教育未来創造会議第一次提言への対応施策の例③
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教育未来創造会議第一次提言への対応施策の例④
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教育未来創造会議第一次提言への対応施策の例⑤
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出典：「中央教育審議会大学分科会 大学振興部会（第１回）」（令和４年６月17日）配布資料４
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